
Ⅴ　所属別主要事業

（単位：千円）

事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

生活困窮者自立支援
事業

33,886
生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮者からの相談を

受けるとともに、地域の関係者と協働しながら、自立に向け
た支援を実施する。

重度心身障害者医療
対策費

2,408,886
重度心身障害者が安心して必要な医療を受けられるよう、

医療費の自己負担分の全部又は一部を助成する。

乳幼児医療対策費 617,677
子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、乳幼児医療費

の自己負担分の全部又は一部を助成する。（小学校就学前ま
で対象）

ひとり親医療対策費 254,016
ひとり親家庭の人が安心して必要な医療を受けられるよ

う、医療費の自己負担分の全部又は一部を助成する。

生活福祉資金貸付事
業費補助

15,359
低所得世帯等が経済的に自立し、安定した生活が営まれる

よう、県社会福祉協議会が行う資金貸付事業に補助する。

社会福祉研修事業 54,302
多様化・高度化する福祉・介護ニーズに的確に対応できる

人材の養成及び定着を図るため、社会福祉研修を実施する。

福祉サービス第三者
評価推進事業

261
福祉サービスの質を公正・中立な第三者が評価する福祉

サービス第三者評価事業におけるさらなる事業推進体制の強
化、普及啓発を行う。

福祉人材センター運
営事業

36,263
県社会福祉協議会に設置した福祉人材センターにおいて、

地域での福祉サービスに対する理解を深め、新たな福祉人材
の育成、潜在福祉人材の就労促進を図る。

環境保健センター管
理運営事業等

64,174
環境保健センターにおいて、各種調査研究・試験検査や設

備の維持管理等を実施し、県民の健康の増進と公衆衛生の向
上を図る。

拡
地域共生社会推進事
業

89,299
地域住民等が互いに見守り支え合い、年齢や性別、障害の

有無等に関わりなく、誰もが安心していきいきと暮らしてい
ける地域共生社会の実現に向けた取組を推進する。

拡
介護人材確保総合対
策事業

61,361
不足する介護人材の確保に向けて、学生等の新たな人材の

参入促進など多様な人材の確保・育成、福祉・介護分野の魅
力発信による職業イメージの向上等の総合対策を実施する。

生活保護扶助費 456,165

郡部（周防大島町を除く）において生活保護を必要として
いる人に対し、国の定める基準に基づき、最低限度の生活が
できるように保障するとともに、自立した生活を送ることが
できるように支援する。

生活保護費負担金 452,413
生活保護を必要としている居住地のない人に対し、市町が

支出した保護費等の一部を負担する。

社会福祉施設等指導
監査事業

6,800
新型コロナウイルス感染症の更なる感染拡大に備え、保護

施設等へのかかり増し経費の補助等により、感染拡大防止や
事業継続に向けた取組を支援する。

厚政課
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（単位：千円）

事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

移植医療推進事業 2,604
移植医療推進のため、県臓器移植コーディネーター設置等によ

り、正しい知識の普及啓発や医療機関の体制整備を支援する。

医師就業環境整備総
合対策事業

64,893

病院勤務医等の就業環境改善、女性医師の出産・育児等による
離職防止やキャリア支援のため、各種施策を実施する。
　・病院勤務医等の就業環境整備に取り組む医療機関への支援
　・育児との両立、キャリア形成等に関する相談窓口の設置

若手医師確保総合対
策事業

263,886

将来にわたる医療提供体制の安定的な確保に向け、新専門医制
度等も視野に、若手医師確保策を重点的に推進する。
  ・県内出身の医学生に対する医師修学資金の貸与
  ・医学生・研修医に向けた合同説明会の開催　
  ・外科医の手術手技向上に資する設備整備の支援　等

地域医療を支える医
師確保促進事業

86,950
医師少数区域など医師の確保が難しい地域の医師確保を進める

ため、新たな医師派遣機能を構築し、地域の医療提供体制の充実
を図る。

医療人材バンク運営
支援事業

2,457
医師･看護職員･歯科医療従事者･薬剤師の人材確保のための総

合的な相談窓口を設置し、本県医療人材の確保充実を図る。

へき地医療総合対策
事業

95,713
山村、離島等のへき地において持続可能な医療提供体制を構築

するため、へき地診療所の整備や運営に対する支援、へき地医療
を担う医師の養成・確保など、各種施策を実施する。

新
地域医療デジタル改
革加速化事業

40,218
５Ｇ環境での遠隔医療支援体制の構築とあわせ、離島など多様

な現場で活用可能な新たなデジタル技術を展開することで、遠隔
医療の加速化を図り、医療提供体制の充実を目指す。

小児医療対策事業 158,830
夜間における小児救急医療電話相談や、小児科を専門としない

内科医等に小児初期救急診療研修の実施、休日夜間における二次
救急医療体制の整備等を進め、小児救急医療体制の充実を図る。

救急休日夜間医療対
策事業

50,144

地域における救急医療や災害医療の提供体制の充実に向けた取
組を実施する。
　・救命救急センター等における設備整備への助成
　・災害医療を担う人材を育成する研修の実施　等

災害救急医療情報シ
ステム運営事業

55,009

県下全域の救急医療情報や医療機能情報等、医療機関・消防機
関・県民のニーズに応じた情報を収集・提供し、災害・救急医療
における関係機関の連携や適切な医療機関の選択の支援等を行う
情報システムの運用により医療体制の充実を図る。

ドクターヘリ運航支
援事業

287,442
より迅速な救急医療・災害医療や適切な高度医療を提供するた

め、ドクターヘリ運航主体である山口大学に対して運航委託経費
を補助し、ドクターヘリの運航を支援する。

地域医療介護総合確
保基金積立金

1,872,907
医療と介護の提供体制を確保するため、地域医療介護総合確保

基金の積立を行う。

地域医療構想推進事
業

7,612
地域医療構想の実現や、保健医療計画を推進するため、医療関

係者等が協議を行う「地域医療構想調整会議」等を開催し、より
効率的で質の高い医療提供体制の構築を促進する。

在宅医療提供体制充
実支援事業

35,272
地域における在宅医療提供体制の充実を図るため、郡市医師会

を主体とした、日常生活圏域単位での在宅医療提供のしくみづく
りや在宅医療機関の拡大等に取り組む。

公的医療施設等施
設・設備整備事業

3,850
公的医療機関等の地域の中心的な医療機関の施設・設備を整備

することにより、地域の医療機能の充実確保を図る。

医療機能分化連携推
進事業

536,055
地域医療構想の実現に向け、回復期病床への転換や急性期機能

の集約・強化につながる医療機関の施設・設備整備費、病床機能
再編の取組への給付金を助成する。

がん検診受診促進強
化対策事業

24,420
がん検診の受診率向上に向けた意識啓発や、協会けんぽ等を通

じた職域における受診勧奨、受診しやすい環境整備のための休
日・平日夜間がん検診を実施する。

医療政策課
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（単位：千円）

事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

がん医療体制整備事
業

54,718
様々ながんの病態に応じて質の高いがん医療を受けることがで

きるよう、人材育成や体制整備を推進するとともに、がんの罹患
状況の正確な把握のため、全国がん登録の実施体制を整備する。

がん相談支援体制整
備事業

5,463
がんになってもがんと向き合い、安心して暮らせるよう、がん

患者、家族が抱える不安や悩みに対応できる相談支援体制や、患
者等が必要とする情報提供を充実する。

アピアランスケア推
進事業

9,835

がん治療に伴う外見（アピアランス）の変化に対するケアを通
じ、社会参加を支援し、がん患者のＱＯＬ向上を図る。　
　・アピアランスケア・就労相談支援研修会の実施
　・がん患者が使用するアピアランスケア用品の購入費助成

誘ってがん検診キャ
ンペーン推進事業

6,326
家族や友人同士が誘い合ってがん検診を受診するキャンペーン

を、官民一体となって実施し、受診率向上を図る。

妊よう性温存治療費
助成事業

4,400
小児、思春期・若年（AYA世代）がん患者に対する、がん治療

開始前に行う生殖機能（妊よう性）温存治療に係る費用の一部を
助成する。

周産期医療体制総合
対策事業

216,690
妊産婦・新生児の病態に応じた適切な医療を提供するため、総

合周産期母子医療センターを中核とした周産期医療提供体制の強
化、正常分娩等に対応する助産師の活用等を推進する。

看護師等修学資金貸
与事業

95,250
新卒看護職員の県内就業・定着を図るため、県内の医療機関等

において看護業務に従事しようとする看護学生に対し、修学上必
要な資金を貸与する。

新
感染管理体制強化事
業

14,337

感染管理の要となる認定看護師を養成し、高齢者施設等への訪
問指導や研修等の実施により県全体の感染管理体制を強化する。
　・山口県立大学で養成研修を開講
　・養成研修派遣に係る経費を補助
　・高齢者施設等の訪問指導　等

看護師等養成事業 198,825
看護師等養成所の教育内容を充実し、質の高い看護職員を養成

するため、看護師等養成所の運営費を助成する。

経済連携協定に基づ
く外国人看護師候補
者就労支援事業

2,560
経済連携協定(ＥＰＡ)に基づく外国人看護師候補者の受入施設

に対し、就労・研修体制の充実を図るため、研修指導者経費や日
本語研修に係る経費等を助成する。

看護職員資質向上推
進事業

38,219
看護職員の資質向上を図るため、新人看護職員研修への支援、

専門性の高い看護師の育成支援等を実施する。

看護職員確保促進事
業

23,021

看護職員の確保を図るため、中高生等への普及啓発や看護職員
の離職防止対策、再就業支援等を実施する。
　・公認心理師等による相談やメンタルヘルス研修の実施
　・中小病院等の採用活動を促進するための就職相談会の実施等

医療勤務環境改善支
援事業

118,430

医師・看護師等医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図る
ため、県内医療機関における勤務環境改善への取組を支援する。
　・医療勤務環境改善支援センターの運営
　・病院内保育所の運営費への助成　等

看護職員県内定着促
進事業

6,114

県内看護職員の更なる確保・定着を図るため、200床未満の中
小病院等への就業や県外看護学生等のＵターンを支援する。
　・中小病院等が実施する就職支度金の一部を助成
　・中小病院等に就業する県外看護学生等の奨学金返還額の
　　一部を助成

医療従事者派遣事業 463,534
クラスター発生時に早期感染拡大防止等を行うクラスター対策

チームの派遣や患者受入医療機関等への応援看護職員等の派遣を
行う。

新型コロナウイルス
対応看護職員緊急確
保事業

4,576

新型コロナウイルス感染症患者等を受け入れる医療機関等にお
ける医療提供体制確保のため、患者受入医療機関等へ派遣する応
援看護職員及びワクチン接種業務に従事する看護職員の確保・派
遣調整を行うマネジメント専門員を配置する。
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

後期高齢者医療対策費 19,651,969
後期高齢者医療広域連合に対し、後期高齢者医療制度被

保険者に係る医療費について一定割合を負担する。

後期高齢者医療保険基
盤安定化対策費

4,108,284

後期高齢者医療制度の運営の安定化を図るため、低所得
者の保険料軽減額(7割、5割、2割)及び被用者保険の被扶養
者であった者の保険料軽減額（5割）の一定割合を負担す
る。

後期高齢者医療高額医
療費共同事業

1,049,480
高額な医療費の発生による後期高齢者医療広域連合の財

政リスクの緩和を図るため、レセプト１件当たり80万円を
超える医療費の一定割合を負担する。

後期高齢者医療財政安
定化基金事業

1,230,038

保険料未納や給付増等による財源不足への対応、及び保
険料増加抑制を目的とした貸付・交付を行うため、県に基
金を設置し、後期高齢者医療広域連合の保険財政の安定化
を図る。

国保基盤安定化対策費 5,583,353

国民健康保険制度の運営の安定化を図るため、保険料
（税）軽減相当額、保険料(税)軽減被保険者数に応じた平
均保険料（税）及び未就学児の保険料（税）軽減相当額の
一定割合について、一部を負担するとともに、80万円を超
える高額な医療費に係る費用の一部を負担する。

国保被保険者負担軽減
対策費助成事業

353,258
国保被保険者の保険料（税）の負担軽減を図るため、福

祉医療費助成制度の実施に伴う国保国庫負担金の減額相当
額について、その一部を市町に対し助成する。

都道府県繰出金 6,185,103
国保財政の安定化を図るため、また、医療費適正化等市

町の事業の実施状況その他の事情を勘案して、財政調整を
行う。

国民健康保険特定健康
診査等負担金繰出金

154,610
医療費適正化、保険財政安定を図るため、国保の特定健

診及び特定保健指導に要する経費の一部を負担する。

原爆被爆者介護保険利
用料助成事業

83,481
訪問介護サービス等の福祉事業における原爆被爆者の負

担が増大することのないよう、介護保険の利用者負担額を
助成する。

原爆被爆者対策事業 10,334
原爆被爆者等の保健福祉の向上のため、被爆者援護事業

に対する助成等を実施する。

医療施設スプリンク
ラー等整備事業

25,242
入院患者の安全を確保するため、スプリンクラー等の整

備を支援する。

県立病院機構運営費負
担金

1,896,643

良質な医療を、将来にわたって安定的かつ継続的に提供
していくため、地方独立行政法人山口県立病院機構に対
し、法律に基づき必要な経費を負担する。
　・救急医療、へき地医療、精神医療等

県立病院機構補助金 49,402
地方独立行政法人山口県立病院機構に対し、国庫補助事

業に係る経費を交付する。
　・周産期医療、感染症医療等に要する経費

特殊医療技術者養成確
保対策事業（理学療法
士分）

1,093
理学療法士等の確保及び質の向上を推進するため、関係

団体等が実施する臨床実習指導者養成講習会等の取組を支
援する。

拡
県立病院機構管理指導
事業

35,737
県立病院機構の業務実績に関する評価委員会の運営や県

立総合医療センターの機能強化に向けた取組みを推進す
る。

医務保険課
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（単位：千円）

予算額 事　　　業　　　概　　　要

県民一斉健康づくり推
進事業

14,663

県民の健康寿命の延伸を図るため、健康づくりの「見える
化」、「日常化」、「県民の主体的な健康づくりを支援する
仕組みの充実」の３つを柱に、ライフステージに応じた健康
づくり対策、生活習慣の改善、社会環境の整備に取り組み、
県民総参加の健康づくりを促進する。

やまぐち健幸プロモー
ション推進事業

7,820
健康寿命延伸に向け､「やまぐち健幸アプリ」を活用した

様々なプロモーションを展開し､全県的な健康づくりの機運
醸成を図る。

地域保健研修等事業 1,927
生活習慣病予防対策の充実・強化や、新たな健康課題に適

切に取り組むための人材を育成し、均質な保健サービスを県
民が受けられる環境づくりを推進する。

新 循環器病対策推進事業 2,460
循環器病の発症予防や発症時の対応等の普及啓発を図ると

ともに、医療従事者等による多職種間の連携を強化すること
により、循環器病の再発・重症化予防を図る。

歯科保健技術者教育支
援事業

285
高齢化の進展、歯科医療の高度化・専門化等の環境変化に

対応する歯科保健技術者の養成を支援する。

歯科医療推進事業 1,479
一般診療所で対応が困難な障害者（児）及び要介護者に対

する歯科診療体制の確保を図る。

拡
歯と口腔の健康づくり
推進事業

4,552

歯科疾患の予防等、口腔の健康の保持を推進するため、山
口県口腔保健支援センターを運営し、「やまぐち歯・口腔の
健康づくり推進計画」に基づき総合的・一体的な取組の充実
を図る。

地域歯科保健医療連携
推進事業

7,242
在宅歯科保健医療の充実を図るため、地域における関係機

関の連携体制を強化するとともに、専門知識と技術をもった
人材の確保・育成を図る。

官民協働「健口スマイ
ル」推進事業

11,718
本県独自の「健口スマイル」をキーワードとした官民協働

による歯・口腔の健康づくり施策を展開することで、県民の
健康寿命の延伸を図る。

結核予防対策特別促進
事業

10,039
結核のまん延防止を図るため、健康診断を実施した学校等

へ補助するとともに、結核患者の服薬確認等を実施すること
により治療の成功につなげる。

結核医療事業 20,181
結核患者の医療費負担を軽減し、安心して適正な医療を受

けられるように、結核医療費を公費で負担する。

結核管理事業 5,240
患者発見時に、患者家族及び仕事、余暇、その他で接触が

密接であった者等に対して結核健康診断を実施し、結核のま
ん延を防止する。

感染症予防対策事業 49,910
感染症の患者調査や密入国検疫等を行うことにより、感染

症のまん延を予防する。
　・新型インフルエンザ対策　等

感染症医療対策事業 28,290
感染症患者の医療費、療養費及び感染症指定医療機関の運

営費等の負担を軽減する。

感染症発生動向調査事
業

33,763
感染症の情報を収集・分析し、必要な情報を提供及び公開

していくことにより、感染症に対する有効かつ的確な予防対
策を図り、多様な感染症の発生・拡大を防止する。

風しん予防対策事業 4,929
妊娠を希望する女性等へ風しん抗体検査を実施し、風しん

の免疫がない方に風しんワクチン接種を推奨することで先天
性風しん症候群の発生を予防する。

健康増進課

事業名
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（単位：千円）

予算額 事　　　業　　　概　　　要

肝炎対策推進事業 162,992

肝炎の早期発見･早期治療を図る総合的な肝炎対策を推進
する。
　・肝炎ウイルス検査の受診促進
  ・抗ウイルス治療に係る医療費の一部を助成　等

エイズ予防対策推進事
業

2,808
エイズに関する正しい知識の普及啓発及び検査・相談を行

うとともに、患者・感染者が安心して医療等が受けられるよ
う治療拠点病院を中心とした医療体制の充実を図る。

予防接種事故救済措置
事業

22,697
予防接種法に基づく予防接種を受けた者に健康被害が生

じ、その健康被害が予防接種を受けたことによるものである
と厚生労働大臣が認定した者に対し、医療費等を給付する。

拡
こどものアレルギー疾
患対策基盤強化事業

5,460

小児をはじめとしたアレルギー疾患患者が安心して生活で
きる地域社会を構築するため、居住地域にかかわらず、科学
的知見に基づく適切な医療や情報を提供可能な環境を整備す
る。

難病患者治療研究事業 2,936,109
難病患者の医療費及び介護費用（医療系サービスのみ）に

ついて、自己負担分の全部又は一部を公費負担する。

難病対策推進事業 23,014
難病患者が安心して療養できるよう、適切な医療・相談体

制を整備し、患者の社会参加や自立支援の促進を図る総合的
な難病対策を推進する。

ハンセン病対策事業 2,957
療養所入所者及びその家族・元患者に対する福祉・医療対

策を充実するとともに、差別・偏見の解消を図り、患者の社
会復帰の促進、ハンセン病問題の早期解決を図る。

健康増進事業 30,996
健康増進法に基づき市町が実施する健康増進事業（健康教

育、健康診査等）に要する費用を補助することにより、県民
の疾病予防や健康増進を図る。

精神障害者援護事業 2,540,558
精神障害者に対して病院又は診療所における精神通院医療

費等の一部を負担し、適正な医療の提供と普及を行うこと
で、早期治療、早期退院、再発防止を図る。

地域自殺総合対策事業 39,451
「山口県自殺総合対策計画」に基づき、人材養成や普及啓

発、自殺未遂者等対策、市町の取組への支援等を推進すると
ともに、引き続き、若年層への重点的取組を実施する。

ひきこもり支援事業 3,625

県精神保健福祉センターに設置した「ひきこもり地域支援
センター」を中心に、段階に応じた支援を実施するととも
に、市町が実施する「ひきこもりサポート事業」の円滑実施
に向けた人材養成を行う。

精神科救急医療システ
ム事業

64,485

精神疾患の急激な発症、急変などに対応するため、夜間・
休日を中心に緊急時における適切な医療、保護の確保を図
る。
  ・精神科救急情報センターの運営
　・精神科病院輪番体制による空床の確保　等

精神保健福祉活動推進
事業

32,488

精神障害者の早期治療、社会復帰、社会参加の促進のため
訪問指導を行うとともに、県民からの心の悩みに関する相談
に応じる。また、精神障害者保健福祉手帳交付により、各種
の支援策を講じる。

身体障害児育成医療給
付事業

8,487
障害者総合支援法に基づき、市町が支給する自立支援医療

費（育成医療）の費用を一部負担することにより、身体障害
のある児童等の障害の状態の軽減を図る。

事業名
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（単位：千円）

予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

新型コロナウイルス
感染症相談事業

216,478
新型コロナウイルス感染症に関する県民からの相談等に

適切に対応できるよう、受診・相談センターによる専用相
談窓口（＃７７００）を設置・運営する。

感染症予防対策事業
（施策）

495,637
新型コロナウイルス感染症のまん延を防止するため、積

極的疫学調査や医療機関との調整などを行う保健所の感染
症対応にかかる体制を強化する。

感染症医療対策事業
（施策）

763,072
新型コロナウイルス感染症患者に対する適切な医療提供

を行うための体制を整備する。

感染症発生動向調査
事業（施策）

202,710
新型コロナウイルス感染症の発生状況や動向等を明らか

にし、感染の予防を図るための積極的疫学調査を実施す
る。

地域外来・検査セン
ター運営事業

510,952
発熱患者の診察や新型コロナウイルス感染症疑似症患者

の検体採取、採取した検体の検査機関への搬送を一体的に
行う地域外来・検査センターを設置・運営する。

入院医療機関等病床
確保・設備整備事業

27,821,304
新型コロナウイルス感染症患者の入院を受け入れる医療

機関に対して、入院患者を受け入れるための病床を確保し
た際の経費補助や医療提供に必要な設備整備を支援する。

帰国者・接触者外来
等設備整備事業

1,089,984
発熱患者等の新型コロナウイルス感染症疑い例を診察す

る帰国者・接触者外来等に対して、感染防止対策に必要な
設備整備を支援する。

新型コロナウイルス
感染症検査体制強化
事業

5,283,436
新型コロナウイルス感染症の発生状況や動向等を明らか

にするため、医療機関との委託契約による行政検査を実施
する。

軽症者等療養体制確
保事業

7,126,155
医師が入院の必要がないと判断した軽症者等への療養体

制を整備する。

医療従事者への宿泊
施設確保支援事業

919,800
新型コロナウイルス感染症対応のため、帰宅が困難な医

療従事者に対して、入院医療機関が行う宿泊施設確保の取
組を支援する。

患者搬送体制整備事
業

58,427
感染拡大期における搬送件数の増加にも対応できるよ

う、入院や移送の調整及び患者搬送にかかる体制を整備す
る。

新型コロナウイルス
ワクチン接種体制確
保事業

1,472,968
新型コロナウイルスワクチンの追加接種を円滑に進める

ために必要な体制を整備する。

事業名
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（単位：千円）

予算額 事　　　業　　　概　　　要

血液対策事業 2,683

献血推進計画に基づき、若年層の献血に対する理解を深
めるとともに、意識の向上を図るための対策を実施する。
　・献血運動推進強調月間等におけるイベント等の開催
　・献血推進ポスター・作文の募集
　・県内の全高等学校を対象とした献血ｾﾐﾅｰ開催の要請
　・県内の高校生を対象に献血体験会等の開催　等

医薬品等品質向上確保
対策事業

7,042

高品質で安全な医薬品等を供給するためのＧＭＰ調査を
実施するとともに、調査体制の充実を図る。
　・国際基準に対応したＧＭＰ調査の実施
　・医薬品試験検査体制の維持管理　　等

「ＮＯドラッグ！」推
進事業

650

覚醒剤・大麻・危険ドラッグ等の薬物乱用を防止するた
めの対策を実施する。
　・薬物乱用防止教室の実施　
　・｢ダメ｡ゼッタイ｡薬物乱用｣県民キャンペーンの実施
　・薬物乱用防止ポスター・標語の募集　等

「ＳＴＯＰ！大麻！」
対策強化事業

3,000

ＡＩ技術を活用したＳＮＳ内の巡回等により、急増して
いる県内の大麻乱用者の抑制を図る。
　・ＳＮＳを活用した抑止映像の配信
　・事業成果の分析・検証

薬学的な健康サポート
推進事業

5,429

医療だけでなく、健康管理にも精通し、医療・健康・保
健等から総合的に相談対応できる薬剤師を登録し、医療及
び健康の両面から県民を支援
○山口県健康エキスパート薬剤師の登録・公表
○オンラインによる講習会の実施
〇薬と健康相談キャンペーンの開催

拡
「地域で活躍する薬剤
師」総合支援事業

3,625

在宅医療に対応するための薬剤師の資質向上や薬剤師の
確保対策
○在宅患者主要疾患研修の実施
○認定薬局整備・普及促進
○薬学生等の県内就職促進

ＧＭＰ活用型医薬品産
業振興事業

4,129

県内医薬品製造所の競争力強化に向け、ＧＭＰを活用し
た支援を実施する。
　・県が行うＧＭＰ調査の迅速化
　・産学公連携による医薬品製造所の人材育成・確保の
　　支援　等

薬務課

事業名
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事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

シニア活躍！ねんりん
パワー応援事業

24,684
県版「ねんりんピック」の開催や老人クラブの先進的な

活動事例の普及・拡大等により、高齢者の社会参加、社会
貢献、世代間交流を推進する。

いきいき高齢者地域活
動支援事業

15,936
県及び市町の老人クラブ連合会等が行う事業を支援する

ことにより、高齢者の知識、経験等を生かした、生きがい
と健康づくりのための多様な社会活動を促進する。

地域支援担い手育成加
速化事業

8,613
老人クラブを中心とした高齢者が、生活支援サービス等

の担い手として活躍できるよう、各市町とのマッチング会
議の開催やＳＮＳを活用した情報発信技術の研修を行う。

地域包括ケアシステム
基盤整備事業

1,306,509

地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護提供体制基
盤の整備を充実・加速化するため、「地域医療介護総合確
保基金」等を活用し、施設整備及び開設準備経費に対する
助成を行う。

介護保険利用者負担軽
減対策事業

17,145
低所得の高齢者が安心して介護サービスを利用できるよ

う、社会福祉法人が提供するサービス等について、利用者
負担の軽減等を行う市町に対し、その経費を助成する。

低所得者保険料軽減負
担金

517,009
介護保険法の規定に基づき、市町が減額した介護保険料

の1/4を負担する。

介護支援専門員養成事
業

18,436
介護支援専門員の新規養成を進めるとともに、介護支援

専門員に対する研修を実施し、資質の向上を図る。

介護給付費負担金 19,857,553
介護保険法の規定に基づき、市町の介護給付費等に要す

る費用の12.5％（施設等給付費は17.5％）を負担する。

介護保険財政安定化基
金貸付金

89,631
保険料収納率の悪化や給付費見込を上回る増大に起因す

る財政不足に対し、所要の資金の交付又は貸付を行う。

介護保険制度総合推進
事業

3,285
保険者である市町が介護保険制度を円滑かつ安定的に運

営するための支援を行う。
　・認定調査員等研修やケアプラン点検研修の開催　等

地域支援事業交付金 1,175,899
要支援・要介護状態になることを予防し、地域で自立し

た日常生活を営むことができるよう支援するために市町が
実施する地域支援事業に要する費用の一部を交付する。

拡
地域包括ケアシステム
推進強化事業

71,211

高齢者が要介護状態となっても住み慣れた地域で安心し
て暮らせるよう、地域包括ケアシステムの推進に向け、シ
ステムを支える人材の確保・育成や、サービスの円滑な提
供に向けた取組を一層推進する。

介護事業所ＩＣＴ導入
推進事業

57,000
介護事業所の業務の効率化及び質の向上を図るため、介

護事業所に対し、ＩＣＴ導入セミナーの開催やＩＣＴ導入
経費の補助によりＩＣＴ導入を推進する。

認知症施策総合推進事
業

16,203

認知症になっても、できる限り住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けることができるよう、認知症の理解促進、人
材の育成、広域的支援・相談体制の整備、若年性認知症対
策を図り、総合的に施策を推進する。

認知症疾患医療セン
ター事業

24,654
県内８医療圏域に「認知症疾患医療センター」を設置

し、早期診断の推進と適切な医療を提供する体制を整備す
るとともに、医療と介護の連携を強化する。

拡
介護サービス事業者指
導支援事業

1,002,894
国の経済対策に基づき、介護職員の処遇改善のため、令

和４年２月から９月までの賃金引上げに必要な経費を補助
する。

拡
介護施設等コロナ対策
関連事業

209,412

新型コロナウイルス感染による介護サービス提供体制へ
の影響をできる限り小さくするため、感染拡大防止を目的
とした個室化等の環境整備や、感染者が発生した場合の介
護サービス提供体制の継続を支援する。

長寿社会課
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（単位：千円）

事業名 予算額 事　　　業　　　概　　　要

障害者安心生活支援
事業

1,772
市町へのアドバイザー派遣を通じた相談支援体制の整備を図ると

ともに、研修を通じた相談支援に関する基盤整備を行い、障害者が
安心して自立し社会参加できる環境を整備する。

障害者いきいきサ
ポート事業

37,927

相談支援、生活訓練、情報保障等の社会参加促進施策を総合的に
実施する。
  ・相談支援事業、生活訓練等事業
　・意思疎通支援者養成事業

手話普及・習得環境
整備事業

1,150

聴覚障害児の健全な育ちの保障に向けて、地域における手話等の
普及活動の担い手となる人材を育成し、その活動を支援するととも
に、聴覚障害児が所属する集団の手話習得を支援するため、専門家
を派遣する。

あいサポート運動推
進事業

4,929
障害者がいきいきと活躍できる地域社会の実現を図るため、誰も

が障害に対する理解を深め、配慮を実践する「あいサポート運動」
を推進する。

拡
やまぐち障害者文化
芸術活動チャレンジ
事業

4,000

障害者本人や障害者施設等による文化芸術活動への取組を支援
し、文化芸術活動を通じた障害者の社会参加を促進する。
　・アール・ブリュット展の開催
　・県障害者芸術文化祭の開催
　　《開催時期》11月下旬から12月3日
　・障害者アートセミナーの開催

やまぐちパラアス
リート育成ファンド
事業

1,500

パラリンピックやデフリンピック、その他の世界大会を目指す障
害者アスリートを県・企業・県民が一体となって支援するため、県
障害者スポーツ協会に設置したファンドを活用し、選手の遠征費や
強化費等を助成する。

障害者スポーツ県民
参加推進事業

20,601
スポーツを通じた障害者の社会参加と県民理解の促進を図り、双

方が障害者スポーツに参加しやすい環境づくりを推進する。

全国障害者スポーツ
大会派遣事業

16,468
第２２回全国障害者スポーツ大会「いちご一会とちぎ大会」へ山

口県選手団を派遣する。
　・会期：10月29日～31日

障害者自立支援給付
費

8,182,320
障害者の福祉の増進を図るために、介護給付費や自立支援医療費

などの市町が要する障害福祉サービス費等の費用について負担す
る。

障害者就業・生活支
援センター運営事業

42,942
障害者の就職や職場定着に向けて、就業に伴う日常生活・社会生

活上の支援を実施する。
　＜実施箇所＞障害者就業・生活支援センター（県内６箇所）

知的障害者社会自立
促進事業

238
  在宅の知的障害者に対しての日常生活の援助を行う。
  ・知的障害者地域生活援助事業
  　食生活、金銭管理、健康管理等の日常生活援助

市町地域生活支援事
業

153,650

障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ
う、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業
を実施する。
　・相談支援事業、成年後見制度利用支援事業 等

障害者地域生活支援
推進事業

21,762
障害者が自立した日常生活や社会生活を営むことができるよう、

地域生活への移行を推進する。
　・地域生活定着支援センターの設置・運営　等

医療的ケア児支援推
進事業

1,176
　医療的ケアが必要な障害児とその家族の地域生活を支援する。
　・関係機関の連携体制の構築
　・家族相談会・交流会の実施　　等

新
医療的ケア児支援セ
ンター運営事業

5,869

医療的ケア児及びその家族その他の関係者に対する専門的な相談
支援を行う地域の拠点として、医療的ケア児支援センターを運営す
る。
　・専門相談支援、関係機関等への情報提供・連絡調整等
　・コーディネーター養成研修等の実施
　・介護職員等を対象とした喀痰吸引等研修の実施

障害者支援課
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（単位：千円）

事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

障害福祉事業所ＩＣ
Ｔ等導入モデル事業

2,484
障害福祉サービス等事業所の業務効率化や業務負担軽減を図るた

め、モデル事業所へのＩＣＴやロボット導入を支援するとともに、
セミナー開催を通じて県内事業所への導入を促進する。

障害者就労支援事業 5,222

障害者就労施設に対し、工賃向上に向けた取組や経営改善を支援
する。
　・企業等からの受注確保に向けた共同受注窓口の機能強化　等
　　＜委託先＞山口県社会就労事業振興センター
　・就労継続支援Ａ型事業所に対する経営改善支援

障害者一般就労移行
チャレンジ事業

2,200
障害者就労施設の利用者に対し、希望する分野での職場体験の場

を設けること等により、企業等における就労への移行を促進する。

高次脳機能障害支援
普及事業

10,046

高次脳機能障害者に対する専門的な相談支援、障害への理解を深
めるための普及啓発、障害の特性に応じた支援手法に関する研修、
関係機関との地域支援ネットワークの充実等を行い、支援体制の基
盤整備を図る。

障害者福祉施設整備
費補助事業

251,925
障害のある人が、地域において適切な障害福祉サービス等が受け

られるよう、県障害福祉サービス実施計画に基づき、事業所等の基
盤整備を促進し、サービス提供体制の充実を図る。

農福連携マルシェ開
催事業

6,000
工賃向上に向けて農産物の安定的な販路の拡大を図るため、県内

の事業所で生産した農産物・加工品を集めた販売会(マルシェ)を開
催する。

障害者権利擁護セン
ター運営事業

6,886

「障害者権利擁護センター」を設置し、障害者虐待の未然防止や
早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援を行うため、相談窓口
の設置や関係機関等の協力体制の整備、支援体制の強化などを図
る。

拡 難聴児支援推進事業 5,178

難聴児とその家族等に対し、乳児期から切れ目なく、多様な状態
像に応じた支援を推進する。
　・難聴児支援地域協議会の設置、家族支援・人材育成
　・軽度・中等度難聴児補聴器購入費等補助事業

総合療育機能推進事
業

6,979
総合療育システムの充実を図り、心身障害児の早期発見、早期療

育を推進する。
  ・専門医、療育専門家等による療育相談会の開催等

発達障害児地域支援
体制強化事業

1,125
発達障害児やその家族に対する適切な支援が“身近な地域で、切

れ目なく”受けられるよう、市町及び関係支援機関による地域支援
体制の強化を図る。

発達障害者支援セン
ター運営事業

31,806

発達障害児（者）及びその家族等に対する相談支援、発達支援、
就労支援や関係機関等との調整を行う「発達障害者支援センター」
を運営する。
　・地域支援マネージャーによる困難事例へのバックアップ
　・県東部・西部支所による地域コンサルテーションの実施
　・地域のかかりつけ医等への発達障害対応力向上研修実施

在宅障害児療育支援
事業

6,722
障害の疑いがありながら、一般的な子育て環境下で生活する子ど

もに対し、地域の療育支援機関からの専門職派遣や療育支援機関の
施設開放による療育支援を実施する。

児童保護費 269,576
要保護児童に対し、障害児入所施設等への保護措置を行い、保

護、指導、治療等を行うことにより、児童の健全な育成、福祉の積
極的増進を図る。

障害者福祉施設等コ
ロナ対策関連事業

70,382
新型コロナウイルス感染による障害福祉サービス提供体制への影

響をできる限り小さくするため、感染者が発生した場合のサービス
提供体制の継続等を支援する。

障害者総合支援法施
行事務費のうち
障害児者の在宅生活
支援事業

1,194
家族が感染して入院等した場合に、障害児者の在宅生活を支援で

きるよう障害福祉サービス事業所・施設職員や訪問看護師を派遣す
る。
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（単位：千円）

事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

保育・幼児教育総合推
進事業

7,324,069
保育所、幼稚園、認定こども園及び小規模保育等に対す

る「施設型給付」及び「地域型保育給付」の支給を行い、
幼児期の学校教育・保育を総合的に推進する。

地域子ども・子育て支
援事業

1,831,962
(83,156)

子育て家庭のニーズに応じた、延長保育、放課後児童ク
ラブ等の地域の子育て支援を推進する。

多子世帯応援保育料等
軽減事業

167,734
多子世帯における経済的負担の軽減を図るため､全ての第

３子以降の保育料等を軽減する。

民間保育サービス施設
入所児童処遇向上事業

1,347
　認可外保育施設に入所している児童の処遇向上を図る。
　・児童健康診断費、職員健康診断費の助成　等

みんなで子育て応援推
進事業

15,843

「やまぐち子育て連盟」を中心に、地域や企業、関係団
体と連携し、子育て県民運動を推進するとともに、結婚、
妊娠・出産、子育てに対する切れ目のない支援を推進す
る。

子育て支援・少子化対
策推進事業

2,042
子育て文化創造条例に基づく子育て文化審議会の運営や

県民運動の取組など、子育て支援・少子化対策を推進す
る。

やまぐち子ども・子育
て応援コンソーシアム
事業

7,259

子どもと子育てにやさしい社会づくりに向けて、企業や
子育て支援団体等による「子ども・子育て応援コンソーシ
アム」により、「社会全体での子ども・子育て応援」を推
進する。

幸せ舞い米！多子世帯
応援事業

51,528
子どもや子育て家庭を応援する気運の醸成を図るため、

多子世帯へ祝品等を贈呈する。

拡
ぶち幸せおいでませ！
結婚応縁事業

65,734

若い世代の結婚の希望が叶えられるよう、「やまぐち結
婚応縁センター」を核とした出会いから成婚までの一貫し
た支援を推進する。
🈟マッチングシステムへのオンラインお見合い機能の追加

新
新型コロナ対応ウエ
ディング応援事業

53,180
結婚式等の実施を希望するカップルが、希望する時期に

安心・安全な結婚式等を実施できるよう支援し、社会全体
で結婚を応援する気運を醸成する。

未来を描く！学校内子
育てひろば推進事業

1,035

中学校や高等学校内に、乳幼児親子が集う「子育てひろ
ば」の開設を支援し、未来を担う若い世代が、家庭や子ど
もを持つことの楽しさや素晴らしさを身近に感じる機会を
創出する。

拡
やまぐち子ども・子育
て応援ファンド事業

26,800
寄附金を財源としたファンドを活用し、子育て支援や子

どもの貧困対策等の活動を支援する。

安心こども基金積立金
19

(52,466)
国交付金により基金を造成し、これを活用して子どもを

安心して育てることができるよう体制整備を行う。

こども政策課
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（単位：千円）

事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

子育て支援特別対策事業 114,497
保育所等の整備を行い、子どもを安心して育てることが

できるよう体制整備を図る。

シニアも応援！子育て
サポーター事業

8,700
高齢者や子育て経験者等を「子育てサポーター」として

登録し、保育所や地域の子育て支援活動に参加する仕組み
づくりに取り組む。

保育士確保総合対策事業 14,524
保育士の確保を図るため、新規卒業者の確保や再就職支

援、保育士の待遇改善の取組を総合的に推進する。

保育士確保緊急対策事業 84,275
保育士不足拡大への緊急対策として県内保育士養成施設の

学生を対象とした修学資金貸付制度により、保育士の確保
及び定着促進を図る。

保育所児童の健康支援
体制強化事業

4,811
保育所等を利用する児童の健康面の対策の充実と保育士

の負担軽減のため看護師等の配置を支援する。

放課後児童クラブ体制
整備緊急対策事業

11,910
１８時以降の延長開所に対する経費支援を行うととも

に、児童福祉に意欲のある学生とクラブとのマッチング支
援等を実施する。

新
医療的ケア児保育支援
事業

27,450
保育所等の利用を希望する医療的ケア児の受入れが可能

となるよう、医療的ケア児の受入れに必要な体制整備に係
る経費を支援する。

保育人材スキルアップ
支援事業

22,515
保育士等のキャリアパスを見据えた体系的な研修等の実

施により保育人材の育成・確保を図る。

子育てＡＩコンシェル
ジュ運営事業

9,631
ＡＩチャットボットの導入により、県民からの子育て等

に関する問い合わせに24時間365日対応できるシステムを運
用し、子育てに必要な様々な機能や情報を提供する。

保育所障害児受入促進事業 3,430
障害児受入に必要な改修等に係る経費を支援し、保育所

における障害児受入を促進する。

子育て支援環境づくり
推進事業

107,660
児童養護施設等の入所施設や放課後児童クラブ等の整備

を行い、入所児童の処遇改善や地域における子育て支援の
基盤整備を促進する。

切れ目のない妊娠・出
産・子育て支援推進事
業

137,002
不妊・不育症への支援や若い世代への健康支援対策等を

行い、妊娠前から子育て期にわたる切れ目のない支援の取
組を推進する。

民間保育サービス施設
等コロナ対策関連事業

31,300
認可外保育施設等において、感染症対策を徹底しつつ事

業を継続的に実施していくために必要な経費等を支援す
る。

新型コロナウイルス流
行下における妊産婦総
合対策事業

38,203
不安を抱える妊婦へのウイルス検査費用を補助するとと

もに、ウイルスに感染した妊産婦への寄り添い型支援を実
施する。
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（単位：千円）

事業名 予算額
(２月補正額)

事　　　業　　　概　　　要

青少年育成県民運動
事業

1,585
青少年が健やかに育つ環境づくりを進めるため、広く県民の総意

を結集して青少年育成県民運動を展開する。

拡
子ども食堂サポート
事業

6,288
支援を必要とする子ども・家庭の早期把握や適切な支援を提供す

るため、子ども食堂の開設・運営のサポート体制を整備する。

拡
子どもの虐待対策強
化事業

78,390
児童虐待の発生予防から早期発見・早期対応、保護児童の社会的

自立に至るまで、切れ目ない支援の強化を図り、全ての子どもが健
やかに育つ地域社会の実現を目指す。

家庭的養護推進事業 7,449
社会的養護を必要とする子どもに対し、里親委託等の家庭的養護

を推進するため、里親のスキルアップ研修や養子縁組の推進を図
る。

子どもの虐待対策体
制強化事業

7,189
児童相談所や市町等の児童虐待対策に関わる職員の資質向上や関

係機関の連携強化など、児童虐待防止対策の体制強化を図る。

１８９サポート推進
事業

4,538
子育てに悩む家庭を「１８９（いちはやく）」見つけ、早期対応

につなげるため、社会全体で児童虐待防止に取り組む環境づくりを
推進する。

里親養育包括支援事
業

22,229
里親に係る啓発、研修、マッチング、養育支援等の一連の業務を

包括的に実施するフォスタリング機関を設置し、里親委託の推進や
質の高い里親養育実現を図る。

つながるやまぐちＳ
ＮＳ相談事業

28,665
　子どもや子育て等に関する相談にワンストップで対応するＳＮＳ
相談体制を整備する。

新
里親養育支援システ
ム構築事業

6,891
　ＩＣＴを活用した子どもと里親とのマッチング業務の効率化や里
親のスキルアップを通して、里親委託率の向上を図る。

新
ヤングケアラー支援
体制強化事業

4,500
　ヤングケアラーの実態把握により、支援が必要な子どもを早期に
発見し、適切な支援につなげられる体制を整備する。

児童保護費 3,660,269
児童養護施設や里親等に措置した児童の心のケアや社会的自立等

の支援を行うことにより、児童の健全な育成を図る。

児童等処遇改善費 3,296
児童保護費では不足している、私立高校の授業料の一部や里親等

が加入する損害賠償保険の保険料を支弁する。

児童手当等交付金 2,921,145
子どもを養育する家庭等における生活の安定に寄与するととも

に、次代の社会を担う子どもの健やかな育ちに資することを目的と
する。（月額5,000円～15,000円）

ひとり親家庭自立支
援給付金事業

10,140
ひとり親の求職活動の促進と、職業生活の安定を図るため又は就

職に有利な資格・技能習得を容易にするため、自立支援給付金を支
給する。

子どもの居場所づく
り推進事業

56,958
家庭や学校に居場所がない子どもに対し、生活・学習支援や食事

の提供等を行う「子どもの居場所づくり」に係る取組を支援する。

ひとり親家庭等就業
支援強化事業

20,817
「母子家庭等就業・自立支援センター」を中心とした就業自立支

援体制の充実・強化により、母子家庭等のニーズに対応した支援を
実施する。

ひとり親家庭等日常
生活支援事業

813
母子家庭、父子家庭及び寡婦であって、一時的に介護や保育等の

サービスが必要な場合等に、家庭生活支援員を派遣し、必要な生活
援助、保育等のサービスを提供する。

児童扶養手当支給事
業費

140,294
ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児

童について手当を支給し、児童の福祉の増進を図る。

母子父子寡婦福祉資
金貸付金

82,163
母子家庭や父子家庭、寡婦に対し、経済的自立の促進と生活意欲

の助長を図るとともに、その扶養している児童の福祉を増進するた
め、福祉資金の貸付けを行う。

要保護児童等コロナ
対策関連事業

2,085
保護者が新型コロナウイルスに感染し、濃厚接触者となった乳幼

児を監護する者がいなくなった場合の受入体制を整備する。

児童養護施設等消毒
液等購入支援事業

14,000
児童養護施設等における新型コロナウイルスの感染拡大防止対策

について、実施及び経費の補助を行う。

こども家庭課
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